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６月１０日（水）まで

６月３０日（火）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和２年５月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和２年４月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和２年３月期）
２カ月延長法人（令和２年２月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（４月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（１月、４月、７月、１０月期）
⑥　法人の中間申告（半期・１０月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（４月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　　３カ月ごと（１月、７月、１０月期）

①　源泉所得税には復興特別所得
税を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期
間）の終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特
例は適用後２年間継続が要件で
ある。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

コ
ロ
ナ
禍
に
対
応
す
る
税
制
上
の
臨

時
特
例
法
等
、公
布・施
行

税
　
　
務

去
る
４
月
30
日
、「
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
影
響
に
対
応

す
る
た
め
の
国
税
関
係
法
律
の
臨
時

特
例
に
関
す
る
法
律
」な
ら
び
に「
地

方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」
が
成
立
し
、
関
連
政
省
令
と
あ

わ
せ
て
同
日
公
布
・
施
行
さ
れ
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

納
税
の
猶
予
制
度
の
特
例

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
２
０
２
０
年
２
月
以
降

の
収
入
に
相
当
の
減
少
が
あ
り
、
納

付
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
事
業
者

等
に
対
し
、
無
担
保
か
つ
延
滞
税
な

し
で
１
年
間
納
税
を
猶
予
す
る
。

ま
た
、
４
月
30
日
付
け
で
国
税
庁

か
ら
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
等
の
影
響
に
対
応
す
る
た
め
の
国

税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る

法
律
に
よ
る
納
税
の
猶
予
の
特
例
の

取
扱
い
に
つ
い
て
（
法
令
解
釈
通

達
）」
が
発
遣
さ
れ
、
詳
細
な
取
扱

い
が
示
さ
れ
て
い
る
。

欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
還
付
の

特
例 資

本
金
１
億
円
超
10
億
円
以
下
の

法
人
の
２
０
２
０
年
２
月
１
日
か
ら

２
０
２
２
年
１
月
31
日
ま
で
の
間
に

終
了
す
る
各
事
業
年
度
に
お
い
て
生

じ
た
欠
損
金
額
に
つ
い
て
、
欠
損
金

の
繰
戻
し
に
よ
る
還
付
制
度
の
適
用

を
可
能
と
す
る
。

消
費
税
の
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
等
の
提
出
に
係
る
特
例 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
２
０
２
０
年
２
月
以
降

の
収
入
が
著
し
く
減
少
し
た
事
業
者

に
係
る
消
費
税
の
課
税
選
択
に
つ
い

て
、
課
税
期
間
開
始
後
に
お
け
る
変

更
を
可
能
と
す
る
。

そ
の
他
の
企
業
関
連
の
特
例

そ
の
他
、
企
業
関
連
の
特
例
と
し

て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
等
の
た
め
の
中
小

企
業
の
設
備
投
資
税
制
、
特
別
貸
付

け
に
係
る
契
約
書
の
印
紙
税
の
非
課

税
、
中
小
事
業
者
等
が
所
有
す
る
償

却
資
産
お
よ
び
事
業
用
家
屋
に
係
る

固
定
資
産
税
等
の
軽
減
措
置
、
生
産

性
革
命
の
実
現
に
向
け
た
固
定
資
産

税
の
特
例
措
置
の
拡
充
等
が
あ
る
。

＊

本
特
例
法
等
に
関
す
る
解
説
を
、

今
号
第
２
特
集
第
４
章
（
45
頁
）
に

て
掲
載
し
て
い
る
の
で
、
参
照
さ
れ

た
い
。

株
主
総
会
の
継
続
会
に
関
す
る
ガ
イ

ダ
ン
ス
、公
表
─
金
融
庁
、法
務
省
、経
産
省

法
　
　
務

去
る
４
月
28
日
、
金
融
庁
・
法
務

省
・
経
産
省
は
「
継
続
会
（
会
社

法
317
条
）
に
つ
い
て
」
を
公
表
し

た
。「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
影
響
を
踏
ま
え
た
企
業
決
算
・

監
査
等
へ
の
対
応
に
係
る
連
絡
協
議

会
」
に
お
い
て
提
示
さ
れ
た
株
主
総

会
の
対
応
の
う
ち
、
継
続
会
の
開

催
に
あ
た
っ
て
留
意
す
べ
き
事
項

を
示
し
た
も
の
。
詳
細
はhttps://

w
w

w
.fsa.go

.jp
/o

rd
in

ary/
coronavirus202001/11.pdf

を
参
照
さ
れ
た
い
。

趣　
旨

継
続
会
は
、
未
曾
有
の
危
機
に
よ

り
、
従
業
員
や
監
査
に
従
事
す
る
者

を
感
染
リ
ス
ク
に
さ
ら
す
こ
と
な
く
計

算
書
類
を
確
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

な
か
に
あ
っ
て
、
多
様
な
利
害
関
係
者

の
利
益
や
質
の
高
い
監
査
を
確
保
す
る

た
め
に
採
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

各　
論

⑴　
継
続
会
開
催
の
決
定

当
初
の
定
時
総
会
の
時
点
で
継
続
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６・１

世
界
中
で
株
価
が
大
幅
に
下
落
し

た
わ
け
だ
が
、
と
は
い
っ
て
も
ゼ
ロ
未

満
に
は
下
が
ら
な
い
。
超
低
金
利
で

利
回
り
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て
は
い
る

が
、
債
券
価
格
も
マ
イ
ナ
ス
に
は
な

ら
な
い
。
し
か
し
、
そ
の
固
定
観
念

を
覆
す
よ
う
な
出
来
事
が
起
き
た
。

原
油
先
物
が
マ
イ
ナ
ス
価
格
を
つ
け

た
の
で
あ
る
。
４
月
20
日
に
５
月
限

の
Ｗ
Ｔ
Ｉ
原
油
先
物
価
格
が
マ
イ
ナ
ス

37
・
６
３
ド
ル
と
な
っ
た
。
…
結
局
、

受
渡
し
価
格
は
10
・
０
１
ド
ル
に
な
っ

た
が
。
こ
の
５
月
限
先
物
の
マ
イ
ナ

ス
価
格
は
発
注
ミ
ス
と
か
、
シ
ス
テ

ム
障
害
で
つ
い
た
価
格
で
は
な
い
。
取

引
量
が
少
な
か
っ
た
の
は
確
か
な
の
だ

が
。商

品
先
物
の
世
界
で
は
、
期
近
の

先
物
の
価
格
と
期
先
の
先
物
の
価
格

を
比
較
し
て
後
者
が
高
い
状
態
を
コ

ン
タ
ン
ゴ
、
後
者
が
低
い
状
態
を
バ
ッ

ク
ワ
ー
デ
ー
シ
ョ
ン
と
呼
ぶ
（
図
表
）。

以
前
、
こ
の
欄
で
書
い
た
こ
と
が
あ

る
の
だ
が
、
原
油
先
物
は
、
金
融
商

品
先
物
と
違
っ
て
、
現
物
と
先
物
間

で
理
論
的
な
関
係
を
結
び
つ
け
る
の

が
困
難
な
世
界
で
あ
る
。
日
経
平
均

先
物
の
例
で
い
え
ば
、
株
価
指
数
と

金
利
・
配
当
・
期
日
ま
で
の
時
間
と
い
っ

た
観
測
可
能
・
推
定
可
能
な
パ
ラ
メ
ー

タ
ー
か
ら
先
物
の
理
論
価
格
は
容
易

に
得
ら
れ
る
。
と
こ
ろ
が
、
原
油
先

物
の
価
格
を
決
め
る
パ
ラ
メ
ー
タ
ー
に

は
、
保
管
費
用
と
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
・

イ
ー
ル
ド
（
い
つ
で
も
消
費
で
き
る
と

い
う
恩
恵
）
と
い
う
推
定
不
可
能
な

も
の
が
入
っ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
先

物
の
理
論
価
格
の
推
定
は
難
し
い
。

た
と
え
ば
、「
足
元
で
需
要
が
な
く
供

給
過
多
状
態
で
あ
っ
て
、
将
来
、
減

産
合
意
が
あ
る
だ
ろ
う
か
ら
供
給
が

絞
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
そ
う
だ
」
と

市
場
が
考
え
て
い
れ
ば
、
コ
ン
タ
ン
ゴ

に
な
る
。
そ
の
逆
な
ら
ば
バ
ッ
ク
ワ
ー

デ
ー
シ
ョ
ン
に
な
る
。
こ
の
よ
う
に
方

向
性
が
予
測
で
き
た
と
し
て
も
、
適

切
な
価
格
曲
線
の
勾
配
は
、
誰
も
明

確
に
わ
か
ら
な
い
。
だ
か
ら
、
先
物

価
格
は
は
っ
き
り
と
し
な
い
。
と
い
う

わ
け
で
、
原
油
先
物
は
相
当
難
解
な

商
品
で
あ
る
。

Ｗ
Ｔ
Ｉ
で
先
物
価
格
が
マ
イ
ナ
ス
と

な
っ
た
背
景
は
、
次
の
と
お
り
。

Ｗ
Ｔ
Ｉ
の
先
物
市
場
で
は
、
原
油

先
物
を
買
っ
た
ま
ま
で
期
日
を
迎
え
る

と
、
現
物
を
引
き
取
る
こ
と
に
な
る
。

売
り
の
場
合
は
そ
の
逆
と
な
る
。
つ

ま
り
、
現
物
決
済
タ
イ
プ
の
先
物
市

場
な
の
で
あ
る
。
今
回
、
５
月
限
の

先
物
が
マ
イ
ナ
ス
価
格
に
な
っ
た
と
い

う
こ
と
は
、
お
金
を
頂
い
て
原
油
を

受
け
取
る
こ
と
が
で
き
た
と
い
う
こ
と

に
な
る
わ
け
だ
が
、
そ
れ
は
、
原
油

を
引
き
取
ろ
う
に
も
、
備
蓄
す
る
場

所
が
な
か
っ
た
か
ら
な
の
で
あ
る
。
だ

か
ら
、
先
物
を
買
っ
て
い
た
投
資
家

は
、
現
物
を
引
き
取
る
選
択
が
で
き

ず
、
ど
ん
な
価
格
で
も
売
ら
ざ
る
を

得
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

備
蓄
場
所
不
足
に
加
え
て
も
う
１

つ
あ
る
。
原
油
価
格
の
下
落
を
投
資

チ
ャ
ン
ス
と
み
て
、
原
油
先
物
に
投
資

す
る
タ
イ
プ
の
Ｅ
Ｔ
Ｆ
に
資
金
が
流
れ

込
ん
で
い
た
と
い
う
こ
と
が
背
景
に
あ

る
。
Ｅ
Ｔ
Ｆ
は
先
物
を
期
先
物
に
乗

り
換
え
て
い
く
こ
と
で
運
用
を
続
け
て

い
る
。
だ
か
ら
、
５
月
限
の
期
日
が

迫
っ
た
時
点
で
、
５
月
限
の
先
物
価

格
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
っ
て
も
、
５
月
限

を
売
っ
て
６
月
限
を
買
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

原
油
先
物
価
格
が
マ
イ
ナ
ス
に

投
資
の
ハ
ナ
シ

裏
　
表

　

 

三
田　

哉

先物価格
コンタンゴ

バック
ワーデーション

期近 期先

（図表）　コンタンゴとバックワー
デーション

コ
ロ
ナ
禍
の
拡
大
を
踏
ま
え
た
定
時

株
主
総
会
の
招
集
通
知
モ
デ
ル
、公
表

─
経
団
連

法
　
　
務

会
の
日
時
や
場
所
が
確
定
で
き
な
い

場
合
は
、
こ
れ
ら
を
議
長
に
一
任
す

る
決
議
が
許
容
さ
れ
る
。

⑵　
取
締
役・監
査
役
の
選
任

当
初
の
定
時
総
会
に
お
け
る
円
滑

な
意
思
決
定
を
確
保
す
る
た
め
に
、

す
で
に
公
表
し
た
四
半
期
報
告
等
を

活
用
し
、
説
明
を
行
う
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
任
期
が
今
期
の
定
時
株
主

総
会
の
終
結
の
と
き
ま
で
と
さ
れ
て

い
る
取
締
役
・
監
査
役
に
つ
い
て
、

当
初
の
定
時
総
会
の
時
点
に
お
い
て

改
選
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
当

該
時
点
を
も
っ
て
そ
の
効
力
が
生
じ

る
旨
を
明
ら
か
に
す
る
。

⑶　
剰
余
金
の
配
当

当
初
の
定
時
総
会
に
お
い
て
剰
余

金
の
配
当
決
議
を
行
う
場
合
、
そ
の

効
力
発
生
日
が
２
０
２
０
年
３
月
期

の
計
算
書
類
の
確
定
前
で
あ
る
限

り
、
２
０
１
９
年
３
月
期
の
確
定
し

た
計
算
書
類
に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ

た
分
配
可
能
額
の
範
囲
内
に
お
い
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
。

⑷　
合
理
的
期
間

当
初
の
定
時
総
会
と
継
続
会
の
間

の
期
間
は
、
画
一
的
に
解
す
る
必
要

は
な
い
が
、
現
下
の
状
況
に
鑑
み
、

３
カ
月
を
超
え
な
い
こ
と
が
一
定
の

目
安
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

去
る
４
月
28
日
、
一
般
社
団
法
人

日
本
経
済
団
体
連
合
会
（
以
下
、「
経

団
連
」
と
い
う
）
は
「
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
を
踏
ま
え

た
定
時
株
主
総
会
の
臨
時
的
な
招
集

通
知
モ
デ
ル
」
を
公
表
し
た
。

全
国
に
緊
急
事
態
宣
言
が
発
せ
ら

れ
外
出
や
他
者
と
の
接
触
を
極
力
避

け
る
よ
う
要
請
さ
れ
て
い
る
状
況
に

鑑
み
、
来
場
株
主
数
を
限
定
す
る
こ

と
を
想
定
し
た
モ
デ
ル（
モ
デ
ル
Ａ
）

と
、
株
主
の
来
場
を
原
則
拒
否
す
る

こ
と
を
想
定
し
た
モ
デ
ル
（
モ
デ
ル

Ｂ
）
を
提
示
し
て
い
る
。
両
モ
デ
ル

は
４
月
28
日
時
点
に
お
け
る
各
種
情

報
を
踏
ま
え
、
６
月
に
定
時
株
主
総

会
の
開
催
を
予
定
し
て
い
る
企
業
を

念
頭
に
置
い
て
い
る
。

モ
デ
ル
Ａ

書
面
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
に
よ

り
事
前
の
議
決
権
行
使
を
す
る
こ
と

で
、
健
康
状
態
に
か
か
わ
ら
ず
総
会

当
日
の
来
場
を
控
え
る
こ
と
を
株
主

に
要
請
す
る
と
と
も
に
、
用
意
で
き
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る
席
数
が
例
年
よ
り
大
幅
に
減
少
す

る
こ
と
か
ら
、
来
場
し
て
も
入
場
を

断
る
場
合
が
あ
る
旨
が
記
載
さ
れ
て

い
る
。

モ
デ
ル
Ｂ

株
主
の
健
康
状
態
に
か
か
わ
ら

ず
、「
ご
来
場
さ
れ
な
い
よ
う
お
願

い
申
し
あ
げ
ま
す
」
と
、
強
く
来
場

し
な
い
こ
と
を
求
め
る
と
と
も
に
、

会
社
役
員
の
み
で
総
会
を
開
催
す
る

旨
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
う
え
で
、
事
前
に
質
問
を
受

け
付
け
、
株
主
の
関
心
の
高
い
事
項

に
つ
い
て
は
総
会
で
説
明
し
、
後
日

そ
の
内
容
を
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載

す
る
旨
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

＊　

経
団
連
は
、
両
モ
デ
ル
は
各
社
が

定
時
株
主
総
会
の
開
催
方
法
を
検
討

す
る
う
え
で
の
検
討
材
料
を
提
供
す

る
も
の
で
あ
り
、
株
主
総
会
の
予
定

ど
お
り
の
開
催
を
慫
慂
す
る
も
の
で

は
な
い
と
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
今
後
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
状
況
や
政
府

の
方
針
に
よ
っ
て
は
、
そ
の
時
の
事

情
に
従
っ
た
対
応
が
必
要
に
な
る
と

し
て
い
る
。

詳
し
く
は
、http://w

w
w

. 
keidanren.or.jp/ announce/ 
2020/0428.htm

l

を
参
照
さ
れ

た
い
。

ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提
供
制
度

の
対
象
範
囲
を
拡
大
へ
─
法
務
省

法
　
　
務

去
る
５
月
12
日
、
法
務
省
は
「
会

社
法
施
行
規
則
及
び
会
社
計
算
規
則

の
一
部
改
正
に
つ
い
て
」
を
公
表
し

た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
を
踏
ま
え
、
緊
急
的
か
つ
時

限
的
な
措
置
と
し
て
、
施
行
日
か
ら

６
カ
月
以
内
に
招
集
の
手
続
が
開
始

さ
れ
る
定
時
株
主
総
会
に
係
る
事
業

報
告
お
よ
び
計
算
書
類
の
提
供
に
限

り
、
い
わ
ゆ
る
ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る

み
な
し
提
供
制
度
の
対
象
と
な
る
事

項
の
範
囲
を
拡
大
す
る
省
令
の
改
正

を
ア
ナ
ウ
ン
ス
し
て
い
る
。

具
体
的
な
改
正
内
容
は
次
の
と
お

り
。改

正
に
よ
り
ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る

み
な
し
提
供
制
度
の
対
象
と
な
る

事
項本

改
正
に
よ
り
、
次
の
事
項
が

ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提
供
制

度
の
対
象
と
な
る
。

⑴　
株
式
会
社
が
事
業
年
度
の
末
日

に
公
開
会
社
で
あ
る
場
合
、
事
業

報
告
に
表
示
す
べ
き
事
項
の
う
ち

「
当
該
事
業
年
度
に
お
け
る
事
業
の

経
過
及
び
そ
の
成
果
」（
会
施
規
120

①
四
）お
よ
び「
対
処
す
べ
き
課
題
」

（
同
項
八
）

⑵　
貸
借
対
照
表
お
よ
び
損
益
計
算

書
に
表
示
す
べ
き
事
項

ウ
ェ
ブ
開
示
は
、
そ
の
旨
の
定
款

の
定
め
が
必
要
と
な
る
。
た
だ
し
、

本
改
正
前
に
す
で
に
定
め
て
い
れ

ば
、
新
設
・
変
更
の
必
要
は
な
い
。

ま
た
、
貸
借
対
照
表
お
よ
び
損
益

計
算
書
に
表
示
す
べ
き
事
項
に
つ
い

て
は
、
会
計
監
査
報
告
に
無
限
定
適

正
意
見
が
付
さ
れ
て
い
る
こ
と
等
の

一
定
の
条
件
を
満
た
す
場
合
に
の

み
、
ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提

供
制
度
の
対
象
と
な
る
。
計
算
書
類

に
つ
い
て
株
主
総
会
の
承
認
（
会
438

②
）
を
要
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
に

は
、
貸
借
対
照
表
お
よ
び
損
益
計
算

書
に
表
示
す
べ
き
事
項
は
同
制
度
の

対
象
と
は
な
ら
な
い
。

株
主
の
利
益
へ
の
配
慮

本
改
正
に
あ
た
っ
て
は
、前
記
⑴
・

⑵
に
つ
い
て
ウ
ェ
ブ
開
示
を
行
う
場

合
に
、
株
主
の
利
益
を
不
当
に
害
す

る
こ
と
が
な
い
よ
う
特
に
配
慮
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と

が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

国
際
会
計

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
連
し

た
賃
料
減
免
」Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
の
修
正

案
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

電
子
記
録
移
転
権
利・Ｉ
Ｃ
Ｏ
ト
ー
ク

ン
の
取
扱
い
、検
討
開
始
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

去
る
４
月
30
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
４
３
１
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。
５
月
７
日

の
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
公
表
資
料
に
よ
る
と
、

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

金
利
指
標
改
革

金
利
指
標
改
革
に
起
因
す
る
会
計

上
の
論
点
に
お
け
る
実
務
対
応
報
告

公
開
草
案
の
文
案
等
に
つ
い
て
審
議

が
行
わ
れ
た
。
６
月
初
旬
の
公
表
を

目
指
す
方
向
。

電
子
記
録
移
転
権
利
ま
た
は
Ｉ
Ｃ

Ｏ
ト
ー
ク
ン
の
発
行
・
保
有
等

金
融
商
品
取
引
法
上
の
「
電
子
記

録
移
転
権
利
」
ま
た
は
資
金
決
済
法

上
の
「
暗
号
資
産
」
に
該
当
す
る
Ｉ

Ｃ
Ｏ
ト
ー
ク
ン
の
発
行
・
保
有
等
に

係
る
会
計
上
の
取
扱
い
に
関
し
て
、

事
務
局
か
ら
今
後
の
検
討
の
進
め
方

が
次
の
よ
う
に
示
さ
れ
た
。

・
電
子
記
録
移
転
権
利
…
可
能
な
限

り
早
期
に
会
計
基
準
を
公
表
す
る

こ
と
を
目
標
と
す
る
（
現
在
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
公
開
草
案
の
公
表
を

絞
っ
て
い
る
が
、
本
件
は
優
先
的

に
取
り
扱
う
）。 

・
暗
号
資
産
に
該
当
す
る
Ｉ
Ｃ
Ｏ
ト
ー

ク
ン
…
会
計
基
準
の
開
発
を
進
め

る
こ
と
の
必
要
性
を
確
認
す
る
意

味
も
含
め
、論
点
整
理
を
公
表
す
る

（
公
表
時
期
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
も
考
慮
）。

去
る
４
月
24
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
「
リ
ー
ス
」
を
改
訂

す
る
公
開
草
案
「
Ｃ
ｏ
ｖ
ｉ
ｄ
―
19

に
関
連
し
た
賃
料
減
免
：
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

16
号
の
修
正
案
」（
以
下
、「
公
開
草

案
」
と
い
う
）
を
公
表
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡

大
に
よ
る
世
界
経
済
の
混
乱
に
お
い

て
、
貸
手
が
借
手
に
対
し
て
一
定
の

期
間
、
賃
料
の
猶
予
や
値
下
げ
と
い
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国
際
会
計

Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号
修
正「
負
債
の
流
動
ま
た

は
非
流
動
へ
の
分
類
」の
発
効
日
の
延

期
、提
案
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
デ

リ
バ
テ
ィ
ブ
と
ヘ
ッ
ジ
の
ス
タ
ッ
フ
Ｑ

＆
Ａ
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

う
形
に
よ
り
賃
料
の
減
免
措
置
を
す

る
こ
と
が
あ
る
。
公
開
草
案
で
は
、

こ
の
よ
う
な
事
象
を
原
因
と
す
る
賃

料
減
免
等
に
対
し
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16

号
に
お
け
る
リ
ー
ス
の
条
件
変
更
の

会
計
処
理
に
つ
い
て
、
借
手
に
救
済

措
置
を
提
供
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ

て
い
る
。

公
開
草
案
の
内
容

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
で
は
賃
料
減
免
等

の
措
置
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
本
来

は
リ
ー
ス
の
条
件
変
更
の
定
義
を
満

た
す
か
否
か
を
検
討
し
、
リ
ー
ス
の

条
件
変
更
に
該
当
す
る
場
合
に
は
当

該
会
計
処
理
を
す
る
必
要
が
あ
る
。

一
方
で
、
賃
料
減
免
等
の
措
置
を
受

け
た
リ
ー
ス
契
約
を
多
数
保
有
す
る

企
業
で
は
、
そ
れ
ら
の
契
約
を
検
討

し
、
リ
ー
ス
の
条
件
変
更
で
あ
る
か

ど
う
か
を
判
断
す
る
必
要
が
生
じ
る

た
め
多
大
な
実
務
負
担
が
生
じ
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
公
開
草
案
で
は

救
済
措
置
に
よ
る
実
務
負
担
の
軽
減

が
図
ら
れ
て
い
る
。
リ
ー
ス
の
借
手

が
こ
の
救
済
措
置
を
適
用
す
る
場
合

に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
に
関
連
し
た
賃
料
減
免
等
は
リ
ー

ス
の
条
件
変
更
で
は
な
い
も
の
と
し

て
会
計
処
理
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

適
用
関
係

公
開
草
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト
は

２
０
２
０
年
５
月
８
日
ま
で
受
け
付

け
ら
れ
て
い
た
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
の

修
正
は
５
月
末
ま
で
に
完
了
す
る

予
定
と
さ
れ
て
い
る
。
修
正
案
は
、

２
０
２
０
年
６
月
１
日
以
降
開
始
す

る
事
業
年
度
に
適
用
さ
れ
る
。
ま
た

去
る
５
月
４
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

あ
る
負
債
を
流
動
負
債
ま
た
は
非
流

動
負
債
に
分
類
す
る
際
の
ガ
イ
ダ
ン

ス
を
定
め
る
「
負
債
の
流
動
ま
た
は

非
流
動
へ
の
分
類
：
Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号
の

修
正
」（
以
下
、「
基
準
の
修
正
」
と

い
う
）
の
適
用
を
延
期
す
る
公
開
草

案
「
負
債
の
流
動
ま
た
は
非
流
動
へ

の
分
類
―
発
効
日
の
延
期
：
Ｉ
Ａ
Ｓ

１
号
の
修
正
提
案
」（
以
下
、「
公
開

草
案
」
と
い
う
）
を
公
表
し
た
。

当
該
基
準
の
修
正
は
、
２
０
２
２

年
１
月
１
日
以
降
に
開
始
す
る
事
業

年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
っ

た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
に
よ
る
影
響
に
対
し
て
、
修
正
か

ら
生
じ
る
分
類
の
変
更
に
対
処
す
る

た
め
の
時
間
を
確
保
す
る
た
め
、
適

用
時
期
を
１
年
遅
ら
せ
る
こ
と
が
提

案
さ
れ
て
い
る
。
今
回
の
公
開
草
案

で
は
、
適
用
の
タ
イ
ミ
ン
グ
以
外
の

変
更
は
な
い
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
、
２
０
２
０
年

６
月
３
日
ま
で

（図表）　スタッフＱ＆Ａ
Q1　ASC815-30-40-4では、「予定取引が特定された期間までに
（または追加の2カ月以内に）発生しない可能性が高い場合を除い
て、中止した『キャッシュ・フロー・ヘッジ』に関するデリバティブ
損益は、継続してAOCIで報告する。『稀なケース』では、予定取引
の内容に関連した、企業のコントロールまたは影響の及ばない状
況が存在するため、追加の2カ月を超えた日に予定取引が発生す
る可能性が高くなる」と規定しており、この「稀なケース」の場合、
企業は発生時期の制限を無視し、予定取引が損益に影響を与える
まで継続してAOCIで繰り延べなければならない。キャッシュ・フ
ロー・ヘッジ会計を中止した場合、新型コロナウイルス感染症の
影響に関連する予定取引が発生する時期の遅れは「稀なケース」と
みなされるか?

A1　FASBスタッフは、この場合「稀なケース」の例外を適用できる
と考えている。しかし、この例外は、予定取引の発生の可能性が
高いままである場合のみに適用される。

Q2　ASC815-30-40-5は、「ヘッジされた予定取引が発生しない可
能性が高くないという決定は、予定取引を正確に予想する企業の
能力と将来の同様な取引へのキャッシュ・フロー・ヘッジ会計の
使用の適切性に疑問を呈することになる」と規定している。企業
が、新型コロナウイルス感染症の影響に関連して取引がなくなり、
AOCIで繰り延べた金額を損益に組み替えることを決定した場合、
取引がなくなったことが、そのような疑問を呈することになるか?

A2　取引がなくなったことが新型コロナウイルス感染症の影響に関
連していると決定した企業は、関連するAOCIを継続して会計処
理する。ただし、関連する金額を開示する。

去
る
４
月
28
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
関
連
し
て
、
ト
ピ
ッ
ク
815
「
デ

リ
バ
テ
ィ
ブ
と
ヘ
ッ
ジ
」
の
ガ
イ
ダ

ン
ス
の
適
用
に
つ
い
て
の
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

早
期
適
用
も
認
め
ら
れ
、
こ
れ
に
は

修
正
の
公
表
日
に
い
ま
だ
発
行
の
承

認
が
さ
れ
て
い
な
い
財
務
諸
表
も
含

ま
れ
る
。

ス
タ
ッ
フ
の
Ｑ
＆
Ａ
を
発
行
し
た
。

ト
ピ
ッ
ク
815
は
、「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
・
ヘ
ッ
ジ
会
計
の
中
止
時
期
」
と

「『
累
積
そ
の
他
の
包
括
利
益
（
Ａ
Ｏ

Ｃ
Ｉ
）
に
繰
り
延
べ
ら
れ
た
金
額
』
の

『
損
益
』
へ
の
組
替
え
の
方
法
」
に
つ

い
て
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
提
供
し
て
い
る
。

Ｑ
＆
Ａ
で
は
「
決
定
に
は
、
事
実

と
状
況
を
基
礎
に
し
た
判
断
が
必
要

な
こ
と
」
を
示
し
た
う
え
で
、
図
表

の
２
つ
の
Ｑ
＆
Ａ
を
示
し
て
い
る
。

金
　
　
融

予
断
を
許
さ
な
い
米
雇
用
情
勢
の
早

期
回
復

米
労
働
省
は
５
月
８
日
、
４
月
の

雇
用
統
計
（
速
報
値
・
季
節
調
整
済

み
）
を
発
表
し
た
。
失
業
率
は
前
月

の
４
・
４
％
か
ら
10
・
３
ポ
イ
ン
ト
上

昇
の
14
・
７
％
、
非
農
業
部
門
の
就

業
者
数
は
２
、０
５
０
万
人
の
減
少

だ
っ
た
。
失
業
率
は
２
０
０
８
年
の

10
・
０
％
を
超
え
80
年
来
の
高
水
準
、

雇
用
者
数
の
減
少
幅
は
米
政
府
が
統

計
を
取
り
始
め
た
１
９
３
９
年
以
降

で
は
最
大
と
な
っ
た
。

今
回
の
雇
用
統
計
で
は
、「
一
時

解
雇
・
帰
休
」
が
78
％
と
大
き
な
割

合
を
占
め
て
い
る
の
が
特
徴
で
、
状

況
が
改
善
す
れ
ば
復
帰
が
見
込
ま
れ

る
人
数
が
多
く
含
ま
れ
る
。
多
く
の

雇
用
主
が
、
需
要
減
に
よ
り
労
働

者
を
一
時
的
に
解
雇
せ
ざ
る
を
得



情報ダイジェスト

経理情報●2020.6.1（No.1579） 8

この20日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2020年
５月１日

「現在開発中の会計基準
に関する今後の計画」の
改訂

ASBJ

新型コロナウイルス感染症の拡大防止等の観点から、５月末までの会計基準開発
に関する審議は、金利指標改革に起因する会計上の問題等４項目に限定するとさ
れた。５月末までは公開草案の公表等は行わない旨も記載されている。
https://www.asb.or.jp/jp/project/plan.html

―

2020年
５月８日

新型コロナウイルス感
染症に関連する監査上
の留意事項（その５）

JICPA
除外事項付意見（監査範囲の制約）に関する留意点、および経営者確認書に関する
留意事項が記載されている。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/files/0-99-0-2-20200508.pdf

―

2020年
５月11日

会計上の見積りを行う
上での新型コロナウイ
ルス感染症の影響の考
え方（追補）

ASBJ

４月10日に公表された同資料の追補。コロナ禍の影響下での会計上の見積りにお
ける「重要性がある場合」に関し、新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や
収束時期等を含む仮定に関する追加情報の開示を行うことが財務諸表の利用者
に有用な情報を与えることになり、強く望まれる旨が追記された。
https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/20200511_432g_02.pdf

―

2020年
５月12日

継続会開催を予定する
場合の取締役選任議案
の記載例について

東京株式
懇話会
研究部

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、継続会開催に向けた実務環境の整備が
進展していることを踏まえたもの。
http://www.kabukon.net/pic/study_2020_06.pdf

―

な
か
っ
た
も
の
の
、
再

雇
用
す
る
見
込
み
が
あ

る
こ
と
に
な
る
。
こ
の

た
め
、
比
較
的
短
期
間

で
需
要
は
回
復
す
る
と

の
見
方
が
強
い
と
さ
れ

る
。
ム
ニ
ュ
ー
シ
ン
財

務
長
官
も
、「
さ
ら
な

る
悪
化
を
見
込
む
も
の

の
、
今
年
後
半
に
は
回

復
す
る
」
と
発
言
し
て

い
る
。

こ
う
し
た
見
方
の
背

景
に
は
、
今
回
の
経
済

の
低
迷
は
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡

大
が
需
要
を
抑
え
て
い

る
た
め
で
あ
り
、
か
つ

て
の
金
融
危
機
の
よ
う

に
シ
ス
テ
ム
が
崩
壊
し

た
わ
け
で
は
な
い
、
感

染
拡
大
が
収
ま
れ
ば
需

要
は
戻
る
、
と
い
っ
た

考
え
方
が
あ
る
と
さ
れ

る
。ワ

ク
チ
ン
開
発
に
も

注
目
が
集
ま
る
。
通
常

で
あ
れ
ば
開
発
に
数
年

を
要
す
る
が
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
お
い
て
は
、
最
短
９

カ
月
で
の
開
発
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
見
通
し
が

あ
り
、
期
待
が
高
ま
る
。

感
染
者
数
の
拡
大
に
つ
い
て
は
、

各
国
と
も
５
月
に
入
っ
た
段
階
で
一

段
落
し
て
い
る
よ
う
に
も
み
え
る
。

し
か
し
、
感
染
拡
大
の
傾
向
は
第
２

波
、
第
３
波
と
続
く
の
が
常
態
で
あ

り
、
ワ
ク
チ
ン
完
成
時
期
に
つ
い
て

も
現
段
階
で
は
確
定
的
な
専
門
家
の

意
見
は
出
さ
れ
て
い
な
い
。

さ
ら
に
、
一
時
帰
休
で
あ
っ
て
も

こ
の
78
％
の
労
働
者
の
収
入
は
減
少

す
る
こ
と
か
ら
、需
要
後
退
に
よ
り
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
７
割
を
占
め
る
米
個
人
消

費
に
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
。
こ

の
た
め
、
雇
用
主
や
ム
ニ
ュ
ー
シ
ン

財
務
長
官
の
見
方
は
楽
観
的
で
あ
り

修
正
を
強
い
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
る

と
の
懸
念
も
広
が
っ
て
い
る
。

証
　
　
券

国
民
生
活
、経
済
活
動
の
制
限
緩
和
は

成
功
す
る
か
？

５
月
８
日
、
米
失
業
率
は
大
恐

慌
以
来
最
高
の
14
・
７
％
、
非
農

業
部
門
雇
用
者
数
は
前
月
比
２
、

０
５
０
万
人
減
に
な
っ
た
と
発
表
さ

れ
た
。
２
月
の
失
業
率
は
３
・
５
％

と
50
年
来
最
低
と
な
っ
て
い
た
が
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
ア

メ
リ
カ
の
経
済
活
動
を
凍
結
さ
せ
る

と
、
失
業
率
は
急
速
に
悪
化
し
た
。

株
式
市
場
で
は
、
数
字
の
悪
化
は

予
想
さ
れ
て
い
た
と
み
ら
れ
、
失
業

率
発
表
当
日
の
米
株
価
は
上
昇
し

た
。
こ
れ
に
対
し
、
メ
デ
ィ
ア
で
は

実
体
経
済
と
株
価
と
の
乖
離
と
い
っ

た
声
が
あ
が
っ
た
。
こ
う
し
た
事
態

が
続
く
と
、
不
況
に
苦
し
む
多
く
の

国
民
の
反
発
を
招
く
こ
と
が
懸
念
さ

れ
る
。

各
国
は
感
染
拡
大
を
防
ぐ
た
め
、

２
～
３
月
に
国
民
の
生
活
、
経
済
活

動
の
規
制
・
制
限
措
置
を
導
入
し
た
。

そ
の
後
、
徐
々
に
効
果
が
出
始
め
、

感
染
も
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
に
達
し
た
と

し
て
、
５
月
に
入
っ
て
緩
和
に
動
く

国
が
増
え
て
き
て
い
る
。
発
生
地
と

さ
れ
る
中
国
は
こ
れ
ら
の
対
応
で
も

諸
国
に
先
行
し
て
い
た
。

多
く
の
国
が
慎
重
に
部
分
的
・
段

階
的
な
制
限
の
緩
和
を
進
め
て
い

る
。各
国
が
一
番
恐
れ
て
い
る
の
は
、

警
戒
が
緩
ん
で
感
染
第
２
波
が
到
来

す
る
こ
と
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
や
韓
国

で
は
、
す
で
に
感
染
再
拡
大
が
疑
わ

れ
る
事
象
が
報
じ
ら
れ
て
い
る
。

感
染
者
数
、
死
者
数
で
世
界
一
の

ア
メ
リ
カ
で
は
、
州
ご
と
の
相
違
が

大
き
く
、
す
で
に
欧
州
と
同
様
に
制

限
緩
和
に
踏
み
切
っ
た
州
も
あ
る
。

被
害
状
況
が
最
も
深
刻
な
ニ
ュ
ー

ヨ
ー
ク
州
が
ど
の
よ
う
な
施
策
を
取

る
か
に
注
目
が
集
ま
る
。

日
本
で
は
、
規
制
・
制
限
措
置
は

他
国
よ
り
遅
れ
て
導
入
さ
れ
た
。
規

制
の
レ
ベ
ル
が
他
国
よ
り
緩
い
と
い

わ
れ
て
い
た
も
の
の
、
感
染
の
拡

大
は
懸
念
さ
れ
た
爆
発
状
態
を
回

避
で
き
て
い
る
と
の
見
方
も
あ
る
。

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
と
同
様
の
タ
イ
ミ

ン
グ
で
制
限
緩
和
へ
進
む
可
能
性
も

あ
る
。

先
頭
を
切
っ
て
制
限
緩
和
・
原
状

回
復
を
進
め
て
い
る
中
国
、
そ
れ
に

続
い
た
Ｅ
Ｕ
諸
国
、
こ
れ
か
ら
緩

和
し
よ
う
と
し
て
い
る
ア
メ
リ
カ
・

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
、
日
本
と
い
っ
た

地
域
の
国
民
生
活
や
経
済
活
動
の
制

限
緩
和
が
狙
い
ど
お
り
の
効
果
を
発

揮
す
る
の
か
、
実
体
経
済
と
株
価
の

乖
離
と
い
う
批
判
を
避
け
ら
れ
る

か
、
と
い
っ
た
こ
と
が
注
視
さ
れ
て

い
る
。

お
詫
び
と
訂
正

本
誌
２
０
２
０
年
５
月
１
日
号

（
№
１
５
７
７
）特
集
に
て
掲
載
内
容
に

誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。
読
者
の
皆
様
に

謹
ん
で
お
詫
び
す
る
と
と
も
に
、
次
の

よ
う
に
訂
正
い
た
し
ま
す
。

●
23
頁
２
段
目
後
ろ
か
ら
３
行
目

（誤）　

…
２
０
２
０
年
４
月
10
日
で
あ

り
、
同
日
に
公
表
さ
れ
た
緊
急
事
態

宣
言
の
影
響
は
考
慮
し
て
い
な
い
。

（正）　
…
２
０
２
０
年
４
月
10
日
で
あ

る
。


